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頁 素 案 記 載 内 容 素 案 に 対 す る 意 見 修  正  案 意見に対する考え方 

  ２ 第１編 第１章 
１ 市の責務、位置づけ 
（２）市国民保護計画の位置付

け 
市は、その責務にかんがみ、国

民保護法第３５条の規定より、

県国民保護計画に基づき市国民

保護計画を作成する。 

位置付けとは、あくまでも上位計画

もしくは市の計画の中でどのような

位置にいるかを述べるべき。 
（案） 
本計画は、国民保護法 35条の規定に
（※脱字）より、千葉県国民保護計

画に基づくものとする 
（市長公室） 

 
 
 
 
市国民保護計画は、国民保護法第３

５条の規定により、県国民保護計画

に基づくものとする。 

「位置づけ」の表

記に沿った記述内

容に訂正しまし

た。 

  ３ 第１編 第１章 
４．船橋市地域防災計画等との

関連 
（１）船橋市地域防災計画との

関連 
 
なお、国による事態認定が行わ

れる前の初動段階では、原因不

明の緊急事態に対し、その態様

に応じ、また大規模事故である

との判断のもと「船橋市地域防

災計画」に基づく対処がなされ

る場合も想定される。 

当初の原因不明の場合、大規模事故

と判断される場合は本計画での対処

が出来ないならば、「地域防災計画」

に基づいて対処する旨を明確にすべ

きではないか 
（案） 
なお、国による事態認定が行われる

前の初動段階で原因不明の緊急事態

に対しは、その態様に応じ、大規模

事故であると判断し、「船橋市地域防

災計画」に基づき対処の上、原因が

究明された段階で本計画に切り替え

るものとする。   （市長公室） 

 
 
 
 
 
 
なお、国による事態認定が行われる

前の初動段階で原因不明の緊急事態

に対しは、その態様に応じ、大規模

事故であると判断し、「船橋市地域防

災計画」に基づき対処の上、原因が

究明された段階で本計画に切り替え

るものとする。 

原因不明のときの

初動については、

「地域防災計画」

に基づく対処とす

ることを明確にし

ました。 

  ５ 第１編 第２章 語法に誤りがある。  語法誤りのため訂
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２ 国民の権利利益の迅速な救

済 
・・・保管する等配慮を払う。 

・・・配慮する。 
（市長公室） 

 
 
・・・保管する等配慮する。 

正しました。 

１８ 
１９ 
２０ 

第２編 第１章 
第１ 組織及び体制の整備 
１市における組織・体制の整備

等 
【市の各部における主な平素の

業務】 
 
（表中） 
市長公室 
・特殊標章等の交付体制の整備 
 
 
 
 
総務部 
  
 
道路部 
 

「主な平素の業務」では一般的な業

務を連想する。 
（案） 
【市の各部における主な平素の準備

業務】 
 
 
 
 
特殊標章等とは何なのか記述がな

い。 
「※○○」等で小さく解説すべき。 

（市長公室） 
 
「公文書の保管に関すること」を盛

り込むべき    （市長公室） 
 
「交通規制時の対応に関すること」

を盛り込むべき  （市長公室） 

 
 
 
 
【市の各部における主な平素の準備

業務】 
 
 
 
・特殊標章等（１１１ページを参照）

の交付の整備 
 
 
 
・公文書の保管に関すること 
 
 
・避難経路や物資輸送路の調整に関

すること 

平素の業務を明確

にするため訂正し

ました。 
 
 
 
 
 
 
特殊標章等は後述

されているので、

参照ページを追加

しました。 
 
指摘のとおり追加

しました。 
 
避難経路等の調整

が必要であること
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以下の部における「その他の整

備に関すること」の記述。 
財政部、経済部、都市計画部、

都市整備部、道路部、下水道部、

建築部、（教）管理部、（教）学

校教育部、（教）生涯学習部、消

防局 

 
 
 
 
同じ業務を指しているのに、各部で

の記述が異なっている。 
（事務局） 

 
 
 
 
「・その他武力攻撃災害対応体制の

整備に関すること」 

から、追加記述し

ました。 
 
 
「その他の整備に

関すること」の記

述を統一しまし

た。 

２０ 第２編 第１章 
第１ 組織及び体制 
（２）市職員の参集基準等 
③市の体制及び職員の参集基準

等 
市は、事態の状況に応じて適切

な措置を講ずるため、下記の体

制を整備するとともに、その参

集基準を定める。 

「下記」と表現されているが「以下」

と記述すべきではないか。また、小

見出しと表や図が同じところにない

ので分かりにくい。 
（市長公室） 

 
 
 
③市の体制及び職員の参集基準等 
市は、事態の状況に応じて適切な措

置を講ずるため、以下の体制を整備

するとともに、その参集基準を定め

る。 

「以下」へ表現を

訂正し、「体制判断

の表」を「③市の

体制及び職員の参

集基準等」と関連

付けるため、③の

記述の下へ移動し

ました。 

 ２１ 
 

第２編 第１章 
第１ 組織及び体制 

秘書課長は、特別職、市長公室長と

常に動きが同じであり、連携を密に

 
 

秘書課長は特別職

との連携を密にす
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(関連) 
 ４６ 
 ４７ 
 
 
 
 
 
 
 
 ２１ 

【初動体制判断と職員参集判断

の基準】（表中） 
事態関係課長（防災課長、広報

課長、職員課長、管財課長、消

防局総務課長並びに警防課長）

で協議し、執行手順により情報

収集等に当たる職員の配備体制

を定める。 
 
（表中） 
(事態認定後)情報連絡室 
職員参集基準 
事態関係課長（防災課長、広報

課長、職員課長、管財課長、消

防局総務課長並びに警防課長）

で協議し、執行手順により情報

収集等に当たる職員の配備体制

を定める。 
 
 

するためにも事態関係課長に含めて

も良いのではないか。（市長公室） 
 
消防局総務課長は、消防計画上、警

防本部設置時には連絡補給班に位置

づけられている。消防局総務課長は

削除をお願いしたい。（消防局） 
 
 
 
（事態認定前）市及び近隣市におい

て事態確認があったとき事態関係部

長等が参集しているのに、（事態認定

後）遠隔地において事態認定があっ

たにもかかわらずに事態関係課長会

議があるのは、危機管理の欠如であ

る。事態認定後の関係課長会議欄の

削除をお願いしたい。 
（消防局） 

【初動体制判断と職員参集判断の基

準】（表中） 
事態関係課長（防災課長、秘書課長、

広報課長、職員課長、管財課長、警

防課長）で協議し、執行手順により

情報収集等に当たる職員の配備体制

を定める。 
 
 
（表中） 
(事態認定後)情報連絡室 
職員参集基準 
事態関係課長（防災課長、秘書課長、

広報課長、職員課長、管財課長、警

防課長）で協議し、執行手順により

情報収集等に当たる職員の配備体制

を定める。なお、事案の発生場所、

規模、状況、今後の事態の推移など

総合的に判断し、配備体制を強化す

ることもある。 

るため追加しまし

た。また、消防活

動体制について、

警防課長が統括す

ることから、消防

局総務課長を削除

しました。 
 
 
 
事案の発生場所や

規模、状況等から、

配備体制を強化す

ることも考えられ

ることから、職員

参集基準を訂正し

ました。 

 ２２ 
 

第２編 第１章 
第１ 組織及び体制 

参集した職員の責任の序列を定めて

いると思われるが、最後の「参集手

 
 

代替職員となるべ

き者を明確な標記
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 ⑤幹部職員等の参集が困難な場

合の対応 
市の幹部職員及び国民保護担当

職員が、交通の途絶、職員の被

災などにより参集が困難な場合

等も想定し、あらかじめ、参集

予定職員の次席の職員を代替職

員として指定しておくなど、事

態の状況に応じた職員の参集手

段を確保する。 
なお、市国民保護対策本部長、

市国民保護対策副本部長の代替

職員については、以下のとおり

とし、市国民保護対策本部員の

代替職員については、各部であ

らかじめ順位を定めるものとす

る。 

段を確保する」は、手段の手法を述

べているため、明確な標記にすべき。 
（案） 
参集が困難な場合は、次席の職にあ

たるものが計画上の職務に就くもの

とする。 
（市長公室） 
 

市国民保護対策本部長、市国民保護

対策副本部長の代替職員の順位につ

いては、２１頁の事態関係部長との

整合性をとり第９位まで規定した方

が良いのではないか。 
（消防局） 

⑤幹部職員等の参集が困難な場合の

対応 
市国民保護対策本部員など幹部職員

及び国民保護担当職員が、交通の途

絶、職員の被災などにより参集が困

難な場合は、次席の職にあたる者が

その職務に就くものとする。 市国

民保護対策本部長、市国民保護対策

副本部長の代替職員については、以

下のとおりとする。なお、以下の順

位によっても代替職員となるべき者

がいない場合は、参集した本部員の

合議のもと定めるものとする。 

に訂正しました。

また、本部長等の

代替職員について

は、第５位まで規

定しておくものと

し、この順位によ

っても代替職員が

いない場合につい

て追加記述しまし

た。 

 ２２ 
他 
「助役」の記載  地方自治法の改正に伴い、平成１

９年４月より助役は副市長に変更と

なります。助役の計画上での記載及

び位置付け等について、適切な対応

をお願いします。 

助役制度の見直しについて 
地方自治法の一部を改正する法律

（平成１８年法律第５３号）が、平

成１８年６月７日に公布され、助役

制度が見直しされます。この見直し

地方自治法の一部

を改正する法律が

公布され、平成１

９年４月１日から

「助役」が「副市
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（総務部） により、市に副市長を置くことにな
ったことから、計画（素案、原案を

含む）で「助役」と表記されている

箇所につきましては、平成１９年４

月１日以降に印刷される計画書で

は、「副市長」という表記となります。 

長」となることか

ら２２ページに

「助役制度の見直

しについて」を追

加記述しました。 

 ２９ 
 ３３ 
 

第２編 第１章  
第１組織及び体制の整備 
（３）安否情報の収集、整理及

び提供に必要な準備 
②安否情報収集のための体制整

備 
また、安否情報の取扱いにあた

っては、個人情報保護法及び船

橋市個人情報保護条例の規定に

留意するものとする。 

市の保有する個人情報の取扱いにつ

いては、個人情報保護条例が摘要さ

れるため。個人情報保護法の記述は

いらない。 
（総務部） 

個人情報保護条例のみに改める。 
２９Ｐ 
また、安否情報の取扱いにあたって

は、船橋市個人情報保護条例の規定

に留意するものとする。 
３３Ｐ 
また、被災情報の収集・報告にあた

っては、船橋市個人情報保護条例の

規定に基づき、被災者の個人情報の

取扱いに留意するものとする。 

指摘のとおり訂正

しました。 

 ４１ 第２編 第１章 
第３物資及び資材の備蓄、整備 
２市が管理する施設及び設備の

整備点検 
（２）ライフライン施設の機能

の確保 

誤記 
(生涯学習部) 

 
 
 
 
（２）ライフライン施設の機能の確

保 

誤記があったため

訂正しました。 
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市は、市が管理する下水道施設

といったのライフライン～ 
市は、市が管理する下水道施設とい

ったライフライン～ 
 ４２ 第２編 第１章 

第４医療救護体制の整備 
四角囲み内の記述 
救援や医療の実施の要請につい

ては、県において実施すること

となっているが、市は、救援を

補助し、・・・ 

  
 
四角囲み内の記述 
医療の提供など救援は、県において

実施することになっているが、市は

救援を補助し、・・・   （事務局） 

救援について県と

市との関係を明確

にするため、救援

の内容の一部であ

る医療の提供を具

体的に記述しまし

た。 
 ４８ 第２編 第２章 

第１事態認定前の対処 
２国民保護等警戒連絡室の設置

及び初動措置 
（１）国民保護等警戒連絡室の

設置 
②防災課長は市長公室長に、市

長公室長は助役（防災担任）に、

覚知事案について報告する。 

連絡室の設置が助役であるための記

述だが、市長への連絡は当然あるべ

き。         
（市長公室） 

 
 
 
 
 
 
②防災課長は市長公室長に、市長公

室長は市長及び助役（防災担任）に、

覚知事案について報告する。 

指摘のとおり訂正

しました。 

 ５０ 第２編 第２章 
第１事態認定前の対処 
【警戒連絡室設置までの流れ】 
（図中） 

班長の解説が無いため、誰がどのよ

うな任務でその職につくのか不明で

ある。 
（市長公室） 

【警戒連絡室設置までの流れ】の図

を２４ページから５０ページへ移

動。 

班について記載の

ある「組織機構図」

（５１ページ）と

関連させました。 
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各班長の表記 
 ５１ 
 ６２ 

第２編 第２章 
第１及び第２ 
警戒連絡室及び市対策本部の組

織構成図 
（図中）の役職名の表記 
 

誤記 
市長公室部長   市長公室長 
監査委員会事務局長   

監査委員事務局長 
固定資産評価員   
非常勤の職であるため削除 
（総務部）（市長公室） 
 

 
市長公室部長   市長公室長 
監査委員会事務局長   

監査委員事務局長 
固定資産評価員   削除 

指摘のとおり訂正

しました。 

 ６０ 
 
 
 
１２０ 

第２編 第２章 
第２ 市国民保護対策本部の設

置等 
 
第２編 第２章 
第２ 市緊急対処事態対策本部

の設置等 

  
第２ 事態認定後の対処 
 
 
 
第２ 事態認定後の対処 

（事務局） 

第１の見出しにお

いて「事態認定前

の対処」と記述さ

れていることか

ら、第２における

見出しを第１と関

連させるため訂正

しました。 
 ７４ 第３ 

３自衛隊の部隊等の派遣要請の

求め等 
（１）・・（本文の記述） 
（２）・・（本文の記述） 

 第３ 
３自衛隊の部隊等の派遣要請の求め

等 
（１）自衛隊派遣要請の求め 
   （本文の記述） 

内容を分かりやす

くするため、小見

出しを設けまし

た。 
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（１）（２）のあとすぐに本文が

記述されている。 

（２）自衛隊部隊等との連携 
   （本文の記述） 

（事務局） 
 ７５ 第３ 

５指定行政機関の長等に対する

職員の派遣要請 
（１）・・（本文の記述） 
（２）・・（本文の記述） 
 
（１）（２）のあとすぐに本文が

記述されている。 

 第３ 
５指定行政機関の長等に対する職員

の派遣要請 
（１）指定行政機関等職員の派遣要

請 
   （本文の記述） 
（２）県等への要請 
   （本文の記述） 
           （事務局） 

内容を分かりやす

くするため、小見

出しを設けまし

た。 

 ８６ 第２編 第２章 
第４警報及び避難の指示等 
（３）避難住民の誘導 
⑨動物の保護等に関する配慮 
 

環境省の国民保護計画の見出しと整

合性を図るため見出しを「家庭動物

等の保護等に関する配慮」へ改める。 
（保健所） 

 
 
 
⑨家庭動物等の保護等に関する配慮 

指摘のとおり訂正

しました。 

 ９０ 第２編 第２章 
第５救援 
（１）救援の実施 
市長は、知事を通じ国の対策

本部長より救援の指示を受けた

  
 
（１）救援の実施 
市長は、知事から実施すべき措置の

内容及び期間の通知があったとき

下線部について

は、市の救援の内

容に該当しないの

で削除しました。 



                                                       資料 ４－２  
             素案への意見とその対応（庁内からの意見及び事務局訂正）   10 

頁 素 案 記 載 内 容 素 案 に 対 す る 意 見 修  正  案 意見に対する考え方 

ときは、救援を必要としている

避難住民等に対し、救援を行う。 
ただし、事態に照らし緊急を

要し、国の対策本部長による救

援の指示を待ついとまがないと

認められる場合には、当該指示

を待たずに救援を行う。 
また、市長は、知事から実施す

べき措置の内容及び期間の通知

があったときは、次に掲げる措

置のうちで実施することとされ

た救援に関する措置を関係機関

の協力を得て行う。 

は、次に掲げる措置のうちで実施す

ることとされた救援に関する措置を

関係機関の協力を得て行う。 
（事務局） 

１０２ 第２編 第２章 
第７武力攻撃災害への対処 
２応急措置等 
（４）消防に関する措置等 
⑧安全の確保 
オ 消防局長は、特に現場で活

動する消防職団員に対し、必ず

特殊標章等を交付し着用させる

ものとする。 

全段に市職員に対する特殊標章の着

用があるので削除をお願いします。 
（消防局） 

 
 
 
 
⑧安全の確保 
消防局長は、特に現場で活動する消

防職団員に対し、必ず特殊標章等を

着用させるものとする。 

消防局長の消防団

員への安全確保に

関する記述である

ので削除しません

でした。ただ、消

防団員への特殊標

章等の交付につい

ては市長が行うこ

ととなっているこ
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とから訂正しまし

た。 
１０３ 第２編 第２章 

第７武力攻撃災害への対処 
３生活関連等施設における災害

への対処等 
（１）生活関連等施設の安全確

保 
②消防機関による支援 
消防機関は、生活関連等施設の

管理者から支援の求めがあった

ときは、指導、助言、連絡体制

の強化、資機材の提供、職員の

派遣など、可能な限り必要な支

援を行う。また、自ら必要があ

ると認めるときも、同様とする。 
 
 

消防の事務分掌以外の規定を再掲す

る必要はないので削除をお願いしま

す。 
（消防局） 

 
 
 
 
 
 
② 警察署、消防機関等による支援 
警察署、消防機関等は、生活関連等

施設の管理者から支援の求めがあっ

たときは、指導、助言、連絡体制の

強化、資機材の提供、職員の派遣な

ど、可能な限り必要な支援を行う。

また、自ら必要があると認めるとき

も、同様とする。 

国における基本指

針において、消防

機関等への生活関

連等施設からの支

援の求めについて

記述されているこ

とから削除はしま

せんでした。ただ、

助言の求めがあっ

た場合の対応は、

警察署、消防機関

その他の行政機関

が指導等を行うこ

ととなっているこ

とから記述を訂正

しました。 
１２１ 
１２３ 
１２４ 
 

第３編 第２章 
第３関係機関相互の連携と主な

役割 
（表中）他 

消防の役割 
「防染」ではなく「除染」 

（消防局） 
消防機関以外における役割も同様に 

 
 
 
（表中） 

誤記を訂正しまし

た。 
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「防染」の記載 「防染」を「除染」に訂正 
（事務局） 

「除染」 

 


